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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
前第１四半期連結
累計(会計)期間

当第１四半期
累計(会計)期間 前連結会計年度

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

売上高（千円） 61,876 13,432 352,183

経常損失（△）（千円） △91,392 △47,607 △347,482

四半期（当期）純損失（△）　（千

円）
△91,392 △51,542 △426,680

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 460,150 463,080 463,080

発行済株式総数（株） 30,880 31,610 31,610

純資産額（千円） 583,690 200,766 252,704

総資産額（千円） 710,005 258,380 470,238

１株当たり純資産額（円） 18,901.89 6,351.36 7,994.45

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△2,961.24 △1,630.57 △13,739.52

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） 82.2 77.7 53.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△831 △45,025 △169,994

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ △16,425 △959

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
602 － 6,406

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
395,862 166,159 230,436

従業員数（人） 20 6 10

　（注）１．連結子会社であったGlobal Business Design(UK)Ltd.は会社を清算したことにより、重要性が乏しくなったため、

当事業年度より連結財務諸表は作成しておりません。従いまして、当第１四半期累計（会計）期間は個別数

値を記載しております。なお、前連結会計年度まで連結財務諸表を作成しているため、前第１四半期累計（会

計）期間及び前事業年度に代えて前第１四半期連結累計（会計）期間及び前連結会計年度について記載し

ております。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

　半期（当期）純損失であるため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　連結子会社であったGlobal Business Design(UK)Ltd.は平成21年４月30日より清算手続きを行い、当四半期報告書提出

日現在では清算完了しております。

４【従業員の状況】

　提出会社の状況

　 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 6 (2)

　（注）従業員数は就業人員（使用人兼務取締役を除いております。）であり、臨時雇用者数（アルバイト）は当第１四　

　　　　半期会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（注）連結子会社であったGlobal Business Design(UK)Ltd.は会社を清算したことにより、重要性が乏しくなったた

　　　め、当事業年度より連結財務諸表は作成しておりません。従いまして、当第１四半期会計期間は個別数値を記

　　　載しております。なお、前年同四半期比は前第１四半期連結会計期間の連結数値と比較をしております。

 

(1）生産実績　

　当第１四半期会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　
前年同四半期比（％）　

　

RFID事業部門（千円） 7,838 18.4

合計（千円） 7,838 18.4

　（注）１．金額は原価金額にて記載しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．決済代行事業については、生産活動を伴わないため記載しておりません。

(2）受注状況

　当第１四半期会計期間の受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

　事業部門別 受注高（千円）
前年同四半期期比

（％）
受注残高（千円）　

前年同四半期比
（％）　

RFID事業部門 28,041 25.0 85,678 67.9

合計 28,041 25.0 85,678 67.9

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．決済代行事業については、受注を行っていないため記載しておりません。

(3）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　
前年同四半期比（％）　

　

RFID事業部門（千円） 9,464 17.3

決済代行事業部門（千円） 3,967 55.8

合計（千円） 13,432 21.7

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当第１四半期会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次

の　

　とおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期会計期間　
（自　平成21年４月１日　
至　平成21年６月30日）　

金額（千円） 割合（％） 金額（千円）　 割合（％）　

ロハスカーボンCO2研究所㈱ ― ― 3,187 23.7

トッパン・フォームズ㈱ 48,297 78.1 2,756 20.5

　マイクロソフト㈱ ― ― 2,582 19.2

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　 継続企業の前提に関する重要事象等　

　 当社は、前事業年度において営業損失349,749千円、当期純損失429,308千円を計上し、当第１四半期会計期間に

 おきましても、営業損失47,781千円、四半期純損失51,542千円を計上いたしました。また、営業活動によるキャッ

 シュ・フローも、前事業年度に引き続きマイナスになっている状況であります。これらの状況により継続企業の前

 提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　 そこで当社は下記対策を講じ、当該状況の解消又は改善に向けて努めてまいります。

 １．安定した売上の確保

  ① 受託開発案件の確実な受注

　   従来から売上の中心となっておりました、受託開発案件につきましては、比較的短納期の案件に集中すること 

   により、機動的な受注と確実な売上計上を図ってまいります。

  ② 保守メンテナンス売上の安定的な確保

   　従来から安定的な売上計上をしている、保守メンテナンス業務を継続的に行うことにより、安定した収入を確 

   保します。

  ③ 決済代行サービスを中核とした自社サービスの拡充

　   従来から安定的な売上計上をしている、決済代行サービスを中核として、新サービスあるいは新機能の付加を

   行い、さらに自社サービスを拡充してまいります。

 ２．売上総利益率の改善

　   当社は、開発業務のうち仕様設計、品質管理などの工程は自社内にて行い、製品製造やプログラミング作業な

   どの工程を協力会社へ外注をしてまいりましたが、その一部を内製化することにより、売上総利益率の改善を図

   ります。

 ３．徹底した固定費の削減

　   役員報酬の減額、人件費の削減、オフィスの移転による賃料の減額など、徹底した固定費の削減を実施して、

   収益性の改善を図ります。

 ４．今後の事業方針「ENHANCEMENT PLAN」の継続推進

　   当社は今後の事業方針としてENHANCEMENT PLANを策定し、中長期的な成長を確実に実現するために、事業ド

メ

   インの拡大に取り組んでおりますが、当該方針を引き続き推進することにより、売上と利益の拡大を図ります。

 

　しかし、これらの対応策は実施途上にあり、現時点では継続企業に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、四半期財務諸表は、継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四

半期財務諸表に反映しておりません。 　　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　(1)　業績の状況

　当第１四半期会計期間におけるわが国の経済は、昨年からの世界的な金融危機の深刻化による世界景気の減速の影

響を受け、一部で回復の兆しはあるものの企業収益は大幅に悪化し、個人消費の低迷や雇用情勢の悪化が続き、厳しい

状況で推移いたしました。

　このような状況の中、当社は中期的な成長を確実に実現させるために、事業ドメイン及び事業拡大手法の改革を主軸

とする新規経営戦略（ENHANCEMENT　PLAN）を引き続き実行し、また、積み上げ型の収益モデルの構築にも注力し

て下期からの立ち上がりを期しております。

　当第１四半期会計期間は、足場固めの時期として、事業ドメインの拡大と積み上げ型収益モデルの構築に向けてRFID

の応用技術開発に積極的に取り組むとともに、新たな顧客企業やパートナー企業の開拓、固定費の徹底した削減を行

いました。

　これらの結果、当第１四半期会計期間における業績は、売上高13,432千円（前第１四半期連結会計期間比78.3％減）

となりました。営業損失は47,781千円（前第１四半期連結会計期間は営業損失91,148千円）、経常損失は47,607千円

（前第１四半期連結会計期間は経常損失91,392千円）、四半期純損失は51,542千円（前第１四半期連結会計期間は四

半期純損失91,392千円）となりました。

　事業部門別の状況は次のとおりであります。

　（RFID事業）

　当第１四半期会計期間は、足場固めの時期ではありますが、RFIDと決済のノウハウを融合させた自社サービスとして

ebapis.com（エバピス）を開始するなど、積み上げ型収益モデルの構築に向けての活動を推進しました。

　この結果、第１四半期の売上高は9,464千円（前第１四半期連結会計期間比82.7％減）となりました。

 

　（決済代行事業）

　当事業は、電子商取引を行うEC事業者に対するクレジットカード決済処理サービスの提供並びにクレジットカード

会社との加盟店契約代行及び売上代金の収納代行を行う決済代行事業を行っており、当第１四半期の売上高は3,967千

円（前第１四半期連結会計期間比44.2％減）となりました。

　(2)　キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末に比べ61,450千円減少し、166,159千円となり

ました。各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは45,025千円の支出（前第１四半期連結会計期間は831

千円の支出）となりました。主な要因は売掛金の回収による売上債権の減少額137,097千円、未収入金の減少額11,073千

円等の増加要因があったものの、税引前四半期純損失51,542千円の計上、仕入債務の減少額101,890千円の計上、未払金

の減少額29,794千円の計上等の減少要因によるものです。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは16,425千円の支出（前第１四半期連結会計期間は該当

事項はありません）となりました。主な要因は本社移転による有形固定資産の取得による支出及び新事務所の敷金及

び保証金の差入れによる支出によるものです。　

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　該当事項はありません。（前第１四半期連結会計期間は602千円の収入）

(注）連結子会社であったGlobal Business Design(UK)Ltd.は会社を清算したことにより、重要性が乏しくなったた

     め、当業年度より連結財務諸表は作成しておりません。従いまして、当第１四半期会計期間は個別数値を記　

　　 載しております。なお、前年同四半期比は前第１四半期連結会計期間の連結数値と比較をしております。

EDINET提出書類

イー・キャッシュ株式会社(E05674)

四半期報告書

 6/34



　(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　(4)　研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 99,200

計 99,200

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 31,610 32,210
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株

制度を採用し

ておりません。

計 31,610 32,210 － －

　（注）１．普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成14年８月７日臨時株主総会決議

区分　
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 520（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,200（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 5,000（注）３

新株予約権の行使期間
自　平成16年８月14日

至　平成21年８月13日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　 5,000

資本組入額　 2,500

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の全部又

は一部につき、第三者に対する譲渡、質入、担保権設定そ

の他の処分を行ってはならないものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．平成14年８月７日臨時株主総会において、当初は1,200個を発行いたしましたが、付与対象者が退職したため

300個を消却し、また、180個の権利行使及び200個の権利放棄が行われたため合計520個となっております。

２．当社が、株式の分割又は株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割又は併合の比率に応じ、次の算

式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新

株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り

捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

３．新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算

式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・合併の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合は除く）又は自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。

　
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

４．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当てを受けた者は、当社の普通株式が株式上場される日までは、新株予約権を行使できない

ものとする。

②　新株予約権の行使期間満了時までに、新株予約権の割当てを受けた者が自己都合により取締役の地位又は

株主の地位を失った場合には新株予約権は自動的に喪失する。

③　新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の全部又は一部につき、第三者に対する譲渡、質入、担保権設

定その他の処分を行ってはならないものとする。
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④　新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合、当該割当てを受けた者の相続人は当該新株予約権を承継

できるものとする。

⑤　その他権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社と新株

予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

５．平成18年11月13日開催の取締役会決議により、平成18年12月８日付で１株を10株に分割しております。これ

により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

②　平成18年２月７日臨時株主総会決議

区分　
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 93（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 930（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 22,000（注）３

新株予約権の行使期間
自　平成20年２月８日

至　平成28年２月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　22,000

資本組入額　11,000

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の全部又

は一部につき、第三者に対する譲渡、質入、担保権設定そ

の他の処分を行ってはならないものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．平成18年２月７日臨時株主総会において、当初は150個を発行いたしましたが、付与対象者が退職したため48

個を消却し、また、９個の権利行使が行われたため合計93個となっております。

２．当社が、株式の分割又は株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割又は併合の比率に応じ、次の算

式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新

株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り

捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

３．新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算

式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・合併の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合は除く）又は自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。

　
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

４．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当てを受けた者は、当社の普通株式が株式上場される日までは、新株予約権を行使できない

ものとする。

②　新株予約権の行使期間満了時までに、新株予約権の割当てを受けた者が自己都合により取締役の地位又は

従業員の地位を失った場合には新株予約権は自動的に喪失する。

③　新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の全部又は一部につき、第三者に対する譲渡、質入、担保権設

定その他の処分を行ってはならないものとする。

④　新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合、当該割当てを受けた者の相続人は当該新株予約権を承継

できるものとする。
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⑤　新株予約権の割当てを受けた者は、割り当てられた新株予約権のうち、次に掲げる期間に応じて、それぞれ

掲げられている割合を「新株予約権の目的となる株式の種類及び数」に定める株式数に乗じて得た株式数

を限度として行使できるものとする。なお、（注）２．に従い株式の数が調整される場合には、すでに新株予

約権を行使した株式数についても同様の調整を加えたうえで、行使できる株式数の算定を行うものとする。

また、行使できる株式数に１株未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てて算定する。

ⅰ．平成20年２月８日から平成21年２月７日まで　 30％

ⅱ．平成21年２月８日から平成22年２月７日まで　 60％

ⅲ．平成22年２月８日以降　　　　　　　　　　　100％

⑥　新株予約権は、割り当てられた新株予約権の整数倍の単位で、これを行使できるものとする。ただし、権利行

使価額の年間合計額が1,200万円を超えることはできない。

⑦　その他権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社と新株

予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

５．平成18年11月13日開催の取締役会決議により、平成18年12月８日付で１株を10株に分割しております。これ

により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

③　平成18年３月27日臨時株主総会決議

区分　
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 88（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　880（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 22,000（注）３

新株予約権の行使期間
自　平成20年３月28日

至　平成28年３月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　22,000

資本組入額　11,000

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の全部又

は一部につき、第三者に対する譲渡、質入、担保権設定そ

の他の処分を行ってはならないものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．平成18年３月27日臨時株主総会において、当初は135個を発行いたしましたが、付与対象者が退職したため40

個を消却し、また、７個の権利行使が行われたため合計88個となっております。

２．当社が、株式の分割又は株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割又は併合の比率に応じ、次の算

式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新

株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り

捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

３．新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算

式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・合併の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合は除く）又は自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。

　
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

４．新株予約権の行使の条件
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①　新株予約権の割当てを受けた者は、当社の普通株式が株式上場される日までは、新株予約権を行使できない

ものとする。

②　新株予約権の行使期間満了時までに、新株予約権の割当てを受けた者が自己都合により取締役の地位又は

従業員の地位を失った場合には新株予約権は自動的に喪失する。

③　新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の全部又は一部につき、第三者に対する譲渡、質入、担保権設

定その他の処分を行ってはならないものとする。

④　新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合、当該割当てを受けた者の相続人は当該新株予約権を承継

できるものとする。

⑤　新株予約権の割当てを受けた者は、割り当てられた新株予約権のうち、次に掲げる期間に応じて、それぞれ

掲げられている割合を「新株予約権の目的となる株式の種類及び数」に定める株式数に乗じて得た株式数

を限度として行使できるものとする。なお、（注）２．に従い株式の数が調整される場合には、すでに新株予

約権を行使した株式数についても同様の調整を加えたうえで、行使できる株式数の算定を行うものとする。

また、行使できる株式数に１株未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てて算定する。

ⅰ．平成20年３月28日から平成21年３月27日まで　 30％

ⅱ．平成21年３月28日から平成22年３月27日まで　 60％

ⅲ．平成22年３月28日以降　　　　　　　　　　　100％

⑥　新株予約権は、割り当てられた新株予約権の整数倍の単位で、これを行使できるものとする。ただし、権利行

使価額の年間合計額が1,200万円を超えることはできない。

⑦　その他権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社と新株

予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

５．平成18年11月13日開催の取締役会決議により、平成18年12月８日付で１株を10株に分割しております。これ

により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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④　平成18年３月27日臨時株主総会決議

　区分
第１四半期会計期間末現在
（平成21年６月30日）

新株予約権の数（個） 　14（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 140（注）２

新株予約権の行使時の払込金額（円） 22,000（注）３

新株予約権の行使期間
自　平成20年３月28日

至　平成28年３月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　22,000

資本組入額　11,000

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の全部又

は一部につき、第三者に対する譲渡、質入、担保権設定そ

の他の処分を行ってはならないものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．平成18年３月27日臨時株主総会決議において、当初は15個を発行いたしましたが、１個の権利行使が行われた

ため合計14個となっております。

　　　　２．当社が、株式の分割又は株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式に

より調整されるものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予

約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨て

るものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（又は併合）の比率

３．新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算

式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・合併の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合は除く）又は自己

株式の処分が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未

満の端数は切り上げる。

　
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

４．新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当てを受けた者は、当会社の普通株式が株式上場される日までは、新株予約権を行使できな

いものとする。

②　新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の全部又は一部につき、第三者に対する譲渡、質入、担保権設

定その他の処分を行ってはならないものとする。

③　新株予約権の割当てを受けた者は、割り当てられた新株予約権のうち、次に掲げる期間に応じて、それぞれ

掲げられている割合を「新株予約権の目的となる株式の種類及び数」に定める株式数に乗じて得た株式数

を限度として行使できるものとする。なお、（注）２．に従い株式の数が調整される場合には、すでに新株予

約権を行使した株式数についても同様の調整を加えたうえで、行使できる株式数の算定を行うものとする。

また、行使できる株式数に１株未満の端数が生じた場合にはこれを切り捨てて算定する。

ⅰ．平成20年３月28日から平成21年３月27日まで　 30％

ⅱ．平成21年３月28日から平成22年３月27日まで　 60％

ⅲ．平成22年３月28日以降　　　　　　　　　　　100％

④　新株予約権は、割り当てられた新株予約権の整数倍の単位で、これを行使できるものとする。ただし、権利行

使価額の年間合計額が1,200万円を超えることはできない。

⑤　その他権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社と新株

予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。
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５．平成18年11月13日開催の取締役会決議により、平成18年12月８日付で１株を10株に分割しております。これ

により、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式総
数増減数

 （株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日　
―　 31,610 ― 463,080　 ―　 408,080　

　（注）平成21年７月10日付でストックオプションの行使により、発行済株式総数は600株増加し、資本金、資本準備金　

　　　　はそれぞれ1,500千円づつ増加しております。

（５）【大株主の状況】

　投資事業組合GV-Ⅰ業務執行組合員グローバル・ブレイン株式会社は平成21年６月19日付の大量保有報告書

の変更報告書を関東財務局へ提出しており、平成21年５月７日から同年６月12日までの間に1,645株を売却し、

以下の株式を保有している旨の報告がありましたが、当社として第１四半期会計期間末現在における実質所有

株式数の確認はできておりません。

　なお、大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

投資事業組合GV-

Ⅰ業務執行組合員

グローバル・ブレ

イン株式会社

東京都港区虎ノ門四丁目３番20号 　3,355 10.61
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

　 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等） 　－ － 　－

完全議決権株式（その他） 　　普通株式　31,610 31,610 　－

単元未満株式 　－ － 　－

発行済株式総数 31,610 － －

総株主の議決権 － 31,610 －

　

②【自己株式等】

　 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　－ 　－ ― ― ― ―

計 － ― ― ― ―

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 25,200 26,600 27,400

最低（円） 15,560 18,700 20,340

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 　 百合本　安彦 平成21年７月17日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(2）当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

(3）前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は四半期財務諸表を作成していない

ため、前第１四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期損益計算書及び四半期

キャッシュ・フロー計算書に代えて、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）

に係る四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書を記載しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受け、

また、当第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成21年

４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表については、清和監査法人による四半期レビューを受け

ております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　第19期連結会計年度　　　　　　　　　　　　　　　　新日本有限責任監査法人

　第20期第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間　　清和監査法人

３．四半期連結財務諸表について

　連結子会社であったGlobal Business Design(UK)Ltd.は会社を清算したことにより、重要性が乏しくなったため、当事業

年度より連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】
【当第１四半期会計期間末】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 166,159

受取手形及び売掛金 8,000

仕掛品 4,562

未収入金 47,478

その他 14,438

流動資産合計 240,639

固定資産

有形固定資産

建物 3,463

減価償却累計額 △73

建物（純額） 3,389

工具、器具及び備品 11,658

減価償却累計額 △11,406

工具、器具及び備品（純額） 251

有形固定資産合計 3,640

無形固定資産

ソフトウエア 1,303

無形固定資産合計 1,303

投資その他の資産

敷金及び保証金 12,060

その他 736

投資その他の資産合計 12,796

固定資産合計 17,740

資産合計 258,380

負債の部

流動負債

買掛金 6,971

未払金 33,367

未払法人税等 465

加盟店預り金 14,424

その他 2,385

流動負債合計 57,613

負債合計 57,613
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成21年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 463,080

資本剰余金 408,080

利益剰余金 △670,393

株主資本合計 200,766

純資産合計 200,766

負債純資産合計 258,380
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【前連結会計年度末】
（単位：千円）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 230,436

受取手形及び売掛金 146,195

仕掛品 956

未収入金 39,325

その他 6,872

流動資産合計 423,786

固定資産

有形固定資産

工具、器具及び備品 11,377

減価償却累計額 △11,377

工具、器具及び備品（純額） 0

有形固定資産合計 0

投資その他の資産

敷金及び保証金 45,605

その他 846

投資その他の資産合計 46,452

固定資産合計 46,452

資産合計 470,238

負債の部

流動負債

買掛金 108,861

未払金 81,279

未払法人税等 1,211

加盟店預り金 22,732

その他 3,449

流動負債合計 217,534

負債合計 217,534

純資産の部

株主資本

資本金 463,080

資本剰余金 408,080

利益剰余金 △617,099

株主資本合計 254,060

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △1,356

評価・換算差額等合計 △1,356

純資産合計 252,704

負債純資産合計 470,238
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（２）【四半期損益計算書】
【前第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 61,876

売上原価 47,760

売上総利益 14,115

販売費及び一般管理費 ※
 105,264

営業損失（△） △91,148

営業外収益

受取利息 14

その他 56

営業外収益合計 70

営業外費用

株式交付費 57

為替差損 257

営業外費用合計 314

経常損失（△） △91,392

税金等調整前四半期純損失（△） △91,392

法人税等 －

四半期純損失（△） △91,392
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【当第１四半期累計期間】
（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高

ＲＦＩＤ事業売上高 9,464

決済代行事業売上高 3,967

売上高合計 13,432

売上原価

ＲＦＩＤ事業原価 7,838

決済代行事業原価 3,049

売上原価合計 10,888

売上総利益 2,543

販売費及び一般管理費 ※
 50,325

営業損失（△） △47,781

営業外収益

その他 174

営業外収益合計 174

経常損失（△） △47,607

特別損失

本社移転費用 3,148

子会社清算損 786

特別損失合計 3,935

税引前四半期純損失（△） △51,542

法人税等 －

四半期純損失（△） △51,542
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
【前第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △91,392

減価償却費 3,211

株式交付費 57

受取利息及び受取配当金 △14

売上債権の増減額（△は増加） 204,432

たな卸資産の増減額（△は増加） △20,673

仕入債務の増減額（△は減少） △67,390

未収入金の増減額（△は増加） △28,244

未払金の増減額（△は減少） 4,389

加盟店預り金の増減額（△は減少） △1,675

その他 △3,400

小計 △700

利息及び配当金の受取額 14

法人税等の支払額 △145

営業活動によるキャッシュ・フロー △831

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー －

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 602

財務活動によるキャッシュ・フロー 602

現金及び現金同等物に係る換算差額 176

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △52

現金及び現金同等物の期首残高 395,915

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 395,862
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【当第１四半期累計期間】
（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △51,542

減価償却費 171

本社移転費用 3,148

子会社清算損益（△は益） 786

売上債権の増減額（△は増加） 137,097

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,606

仕入債務の増減額（△は減少） △101,890

未収入金の増減額（△は増加） 11,073

未払金の増減額（△は減少） △29,794

加盟店預り金の増減額（△は減少） △8,307

その他 △1,871

小計 △44,735

法人税等の支払額 △290

営業活動によるキャッシュ・フロー △45,025

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,993

無形固定資産の取得による支出 △1,371

敷金及び保証金の差入による支出 △12,060

投資活動によるキャッシュ・フロー △16,425

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △61,450

現金及び現金同等物の期首残高 227,610

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 166,159
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　当社は、前事業年度において営業損失349,749千円、当期純損失429,308千円を計上し、当第１四半期会計期間におきまし

ても、営業損失47,781千円、四半期純損失51,542千円を計上いたしました。また、営業活動によるキャッシュ・フローも、前

事業年度に引き続きマイナスになっている状況であります。これらの状況により継続企業の前提に関する重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しております。

　そこで当社は下記対策を講じ、当該状況の解消又は改善に向けて努めてまいります。

１．安定した売上の確保

① 受託開発案件の確実な受注

　従来から売上の中心となっておりました、受託開発案件につきましては、比較的短納期の案件に集中することにより、機

動的な受注と確実な売上計上を図ってまいります。

② 保守メンテナンス売上の安定的な確保

　従来から安定的な売上計上をしている、保守メンテナンス業務を継続的に行うことにより、安定した収入を確保します。

③ 決済代行サービスを中核とした自社サービスの拡充

　従来から安定的な売上計上をしている、決済代行サービスを中核として、新サービスあるいは新機能の付加を行い、さら

に自社サービスを拡充してまいります。

２．売上総利益率の改善

　当社は、開発業務のうち仕様設計、品質管理などの工程は自社内にて行い、製品製造やプログラミング作業などの工程を

協力会社へ外注をしてまいりましたが、その一部を内製化することにより、売上総利益率の改善を図ります。

３．徹底した固定費の削減

　役員報酬の減額、人件費の削減、オフィスの移転による賃料の減額など、徹底した固定費の削減を実施して、収益性の改

善を図ります。

４．今後の事業方針「ENHANCEMENT PLAN」の継続推進

　当社は今後の事業方針としてENHANCEMENT PLANを策定し、中長期的な成長を確実に実現するために、事業ドメイン

の拡大に取り組んでおりますが、当該方針を引き続き推進することにより、売上と利益の拡大を図ります。

 

　しかし、これらの対応策は実施途上にあり、現時点では継続企業に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、四半期財務諸表は、継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四半期

財務諸表に反映しておりません。 
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　会計処理基準に関する事項の変更 ソフトウェアの請負開発契約に係る収益の計上基準の変更

　受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来、検収基準

を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第

15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期会計期

間より適用し、当第１四半期会計期間に着手したソフトウェア開発契約か

ら、当第１四半期会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認めら

れるものについては進行基準（進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の

ものについては検収基準を適用しております。

　これによる当第１四半期会計期間の損益に与える影響はありません。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。　

　　　給与　　　　　　　　　　　　　32,043千円

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。　

　　　給与　　　　　　　　　　　　　    14,132千円

　　　支払手数料　　　　　　　　　　    10,101千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

（平成20年６月30日現在）

　 （千円）

現金及び預金 395,862

　現金及び現金同等物 395,862

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

　

（平成21年６月30日現在）

　 （千円）

現金及び預金 166,159

　現金及び現金同等物 166,159
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　31,610株

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日　至 平成20年６月30日）

　
RFID事業
（千円）

決済代行事業
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 54,760 7,116 61,876 － 61,876

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 54,760 7,116 61,876 － 61,876

営業利益（又は営業損失）　 △61,865 217 △61,648 △29,500 △91,148

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事　業　区　分 主　要　製　品

①RFID事業

・RFID技術を応用した新規事業の企画立案

 ・ハードウェアの企画及び開発の受託

 ・ソフトウェアの企画及び開発の受託

・事業コンサルティングサービス

・システムインテグレーション

・マーケティング・営業支援

②決済代行事業

・電子商取引を行うEC事業者に対するクレジットカード決済処理サービスの提供

・EC事業者に対するクレジットカード決済に関わるクレジットカード会社との加盟

店契約代行及び売上代金の収納代行業務

　

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結会計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）　

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

【海外売上高】

　前第１四半期連結会計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）　

　海外売上高がないため該当事項はありません。
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（有価証券関係）

　当第１四半期会計期間末において残高がないため、該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成21年６月30日）

１株当たり純資産額 6,351.36円

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 7,994.45円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △2,961.24円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

四半期純損失（千円） 91,392

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 91,392

期中平均株式数（株） 30,863

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－　

当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △1,630.57円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。
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　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純損失（千円） 51,542

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る四半期純損失（千円） 51,542

期中平均株式数（株） 31,610

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

－　

（重要な後発事象）

当第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

新株予約権の行使について

　第１四半期会計期間後の平成21年７月10日において、平成14年８月７日付にて発行いたしました第１回新株予約権に関

し、600株が行使され、新株式を発行いたしました。

（1）行使者の氏名　　　　小山　静雄

（2）新株予約権の名称　　イー・キャッシュ株式会社第１回新株予約権

（3）行使日　　　　　　　平成21年７月10日

（4）行使価額　　　　　　１株当たり5,000円

（5）行使新株予約権個数　60個

（6）交付株式数　　　　　600株

（7）行使価額総額　　　　3,000,000円

（リース取引関係）

　リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引

き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っております。 なお、前事業年度末に比べて著しい変動

がないため、記載を省略しております。
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２【その他】

　独立監査人の四半期レビュー報告書受領後から本四半期報告書提出日までの間に下記のとおり新株予約権の行使が

あり、新株式を発行いたしました。

　（1）行使者の名称　　　　玉木　栄三郎

　（2）新株予約権の名称　　イー・キャッシュ株式会社第１回新株予約権

　（3）行使日　　　　　　　平成21年８月11日

　（4）行使価額　　　　　　１株当たり5,000円

　（5）行使新株予約権数　       　200個

　（6）交付株式数　　　　　　　 2,000株

　（7）行使価額総額　　　　10,000,000円

 

　（1）行使者の名称　　　　藤田　宗雄

　（2）新株予約権の名称　　イー・キャッシュ株式会社第１回新株予約権

　（3）行使日　　　　　　　平成21年８月11日

　（4）行使価額　　　　　　１株当たり5,000円

　（5）行使新株予約権数　　       200個

　（6）交付株式数　　　　　　　 2,000株

　（7）行使価額総額　　　　10,000,000円

　（1）行使者の名称　　　　小山　静雄

　（2）新株予約権の名称　　イー・キャッシュ株式会社第１回新株予約権

　（3）行使日　　　　　　　平成21年８月12日

　（4）行使価額　　　　　　１株当たり5,000円

　（5）行使新株予約権数　　　　　  60個

　（6）交付株式数　　　　　　　　 600株

　（7）行使価額総額　　　　 3,000,000円
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月６日

イー・キャッシュ株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 菅原　隆志　　印

 
指定有限責任
社員
業務執行社員

 公認会計士 善方　正義　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイー・キャッシュ株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から

平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、イー・キャッシュ株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月５日

イー・キャッシュ株式会社

取締役会　御中

清和監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 筧　悦生　　  印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 南方　美千雄　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 藤本　亮　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイー・キャッシュ株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第20期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、イー・キャッシュ株式会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前事業年度において多額の営業損失及び当期純損失を計上

し、当第１四半期累計期間においても、多額の営業損失及び四半期純損失を計上した。また、営業活動によるキャッシュ・フ

ローも前事業年度に引き続きマイナスとなっている状況であり、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような

状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する経営者の

対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期財務諸表に反映されていない。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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